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墨田区営住宅条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

第１条による改正（墨田区営住宅条例（平成９年墨田区条例第２１号）） 

改  正  案 現     行 
  

 （使用の手続） 

第１０条 使用予定者として決定された者は、

 決定の通知を受けた日から３０日以内に次 

 に掲げる手続をしなければならない。 

 ⑴ 規則で定める請書を提出すること。 

 

 

 

 ⑵ 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

 （使用者の保管義務） 

第１７条 〔略〕 

２ 使用者又は同居者の責めに帰すべき事由

により、区営住宅又は共同施設を滅失し、

又は毀損したときは、使用者は、自己の負

担においてこれを原状に復し、又はこれに

要する費用を賠償しなければならない。た

だし、区長が特別の事情があると認める場

合は、この限りでない。 

 （不正入居者に対する明渡請求等） 

第３８条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 区長は、第１項第１号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは、当

該請求を受けた者に対して、入居日から請

求の日までの期間については近傍同種の住

宅の家賃とそれまでに支払を受けた使用料 

 との差額に法定利率による支払期後の利息

を付した額の金銭を、請求の日の翌日から

当該区営住宅の明渡しを行う日までの期間

については毎月、近傍同種の住宅の家賃の

２倍に相当する額の金銭を徴収するものと

する。 

 〔同左〕 

第１０条 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 規則で定める資格を有する連帯保証人 

  が連署する請書を提出すること。ただし、

  区長が特別の事情があると認める場合は、

連帯保証人の連署を必要としない。 

 ⑵ 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１７条 〔略〕 

２ 使用者又は同居者の責めに帰すべき事由

により、区営住宅又は共同施設を滅失し、

又は毀損したときは、使用者は、自己の負

担においてこれを原状に復し、又はこれに

要する費用を賠償しなければならない。 

 

 

 〔同左〕 

第３８条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 区長は、第１項第１号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは、当

該請求を受けた者に対して、入居日から請

求の日までの期間については近傍同種の住

宅の家賃とそれまでに支払を受けた使用料

との差額に年５分の割合による支払期後の

利息を付した額の金銭を、請求の日の翌日

から当該区営住宅の明渡しを行う日までの

期間については毎月、近傍同種の住宅の家

賃の２倍に相当する額の金銭を徴収するも

のとする。      
 

第２条による改正（墨田区高齢者個室借上げ住宅条例（平成２年墨田区条例第２７ 

号）） 

改  正  案 現     行 



 

 

  

 （使用の手続） 

第７条 前条の規定により使用予定者として

決定された者は、決定の通知を受けた日か

ら３０日以内に次に掲げる手続をしなけれ

ばならない。 

 ⑴ 規則で定める請書を提出すること。 

 

 

 

 ⑵ 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

 （使用者の費用負担） 

第１１条 次に掲げる費用は、使用者の負担

とする。ただし、第１号に掲げる費用にあ

っては、区長が特別の事情があると認める

ときは、この限りでない。 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 〔同左〕 

第７条 〔同左〕 

 

 

 

 ⑴ 規則で定める資格を有する連帯保証人 

  が連署する請書を提出すること。ただし、

  区長が特別の事情があると認めるときは、

連帯保証人の連署を必要としない。 

 ⑵ 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１１条 次に掲げる費用は、使用者の負担

とする。 

 

 

 ⑴～⑶〔略〕   
 

第３条による改正（墨田区シルバーピア条例（平成９年墨田区条例第２２号）） 

改  正  案 現     行 
  

 （使用の手続） 

第９条 使用予定者として決定された者は、

決定の通知を受けた日から３０日以内に次

に掲げる手続をしなければならない。 

 ⑴ 規則で定める請書を提出すること。 

 

 

 

 ⑵ 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

 （使用者の保管義務） 

第１６条 〔略〕 

２ 使用者又は同居者の責めに帰すべき事由

により、シルバーピア又は共同施設を滅失

し、又は毀損したときは、使用者は、自己

の負担においてこれを原状に復し、又はこ 

 れに要する費用を賠償しなければならない。

 ただし、区長が特別の事情があると認める

場合は、この限りでない。 

 （不正入居者に対する明渡請求等） 

第３６条 〔略〕 

 〔同左〕 

第９条 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 規則で定める資格を有する連帯保証人 

  が連署する請書を提出すること。ただし、

  区長が特別の事情があると認める場合は、

  連帯保証人の連署を必要としない。 

 ⑵ 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１６条 〔略〕 

２ 使用者又は同居者の責めに帰すべき事由

により、シルバーピア又は共同施設を滅失

し、又は毀損したときは、使用者は、自己

の負担においてこれを原状に復し、又はこ 

 れに要する費用を賠償しなければならない。

 

 

 〔同左〕 

第３６条 〔略〕 



 

 

２～４ 〔略〕 

５ 区長は、第１項第１号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは、当

該請求を受けた者に対して、入居日から請

求の日までの期間については近傍同種の住

宅の家賃とそれまでに支払を受けた使用料

との差額に法定利率による支払期後の利息

を付した額の金銭を、請求の日の翌日から

当該シルバーピアの明渡しを行う日までの

期間については毎月、近傍同種の住宅の家

賃の２倍に相当する額の金銭を徴収するも

のとする。 

６・７ 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

５ 区長は、第１項第１号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは、当

該請求を受けた者に対して、入居日から請

求の日までの期間については近傍同種の住

宅の家賃とそれまでに支払を受けた使用料

との差額に年５分の割合による支払期後の

利息を付した額の金銭を、請求の日の翌日

から当該シルバーピアの明渡しを行う日ま

での期間については毎月、近傍同種の住宅

の家賃の２倍に相当する額の金銭を徴収す

るものとする。 

６・７ 〔略〕   
 

第４条による改正（墨田区コミュニティ住宅条例（平成２年墨田区条例第１２号）） 

改  正  案 現     行 
  

 （使用手続） 

第６条 〔略〕 

２ 使用予定者として決定された者は、遅滞 

 なく次に掲げる手続をしなければならない。

 ⑴ 規則で定める請書を提出すること。 

 

 

 

 ⑵ 〔略〕 

３・４ 〔略〕 

 （収入に応じた減額） 

第１０条の２ 区長は、コミュニティ住宅の

使用者及び同居者の収入が規則で定める基

準の収入である場合には、当該コミュニテ

ィ住宅の使用料の額と収入の区分に応じて

定める額との差額を当該使用料の額から減

額することができる。ただし、当該減額後

の使用料の額が前条の規定により減額され

た使用料の額を超えるときは、この限りで

ない。 

２・３ 〔略〕 

 （災害等における減免及び徴収猶予） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する場

合は、区長は、規則の定めるところにより

使用料（第１０条又は前条の規定により使

用料の減額を受けている場合には、当該減

 〔同左〕 

第６条 〔略〕 

２ 〔同左〕 

 

 ⑴ 規則で定める資格を有する連帯保証人 

  の連署する請書を提出すること。ただし、

  区長が特別の事情があると認める場合は、

  連帯保証人の連署を必要としない。 

 ⑵ 〔略〕 

３・４ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１０条の２ 区長は、コミュニティ住宅の

使用者の収入が規則で定める基準の収入で

ある場合には、当該コミュニティ住宅の使

用料の額と収入の区分に応じて定める額と

の差額を当該使用料の額から減額すること

ができる。ただし、当該減額後の使用料の

額が前条の規定により減額された使用料の

額を超えるときは、この限りでない。 

 

２・３ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１１条 〔同左〕 

 

 

 



 

 

額後の使用料をいう。以下この条及び次条

において同じ。）を減免し、又は使用料の

徴収を猶予することができる。 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 ⑷ 使用者及び同居者の収入が著しく低額

であるとき。 

２ 〔略〕 

 （使用者の保管義務等） 

第１９条 〔略〕 

２ 使用者又は同居者の責めに帰すべき事由

により、コミュニティ住宅又は共同施設を

滅失し、又は毀損したときは、使用者は、

自己の負担においてこれを原状に復し、又

はこれに要する費用を賠償しなければなら

ない。ただし、区長が特別の事情があると

認める場合は、この限りでない。 

 （コミュニティ住宅の変更） 

第２０条 区長は、特別の事情があると認め

る場合は、使用するコミュニティ住宅の変

更を許可することができる。 

 （付加使用料） 

第２３条 コミュニティ住宅（京島一丁目コ

ミュニティ住宅を除く。以下この項におい

て同じ。）の使用者は、コミュニティ住宅

を引き続き５年以上使用している場合にお 

 いて、当該使用者及び同居者の収入が２０

万円を超え、かつ、当該コミュニティ住宅

を引き続き使用しているときは、規則で定

める月から、当該コミュニティ住宅の使用

料のほかに、付加使用料を納付しなければ

ならない。 

２ 〔略〕 

 （収入の認定等） 

第２５条 区長は、前条の報告その他の資料

に基づき、使用者及び同居者の収入を認定

し、使用者にその認定した額、付加使用料

の徴収の有無及び額、その徴収開始の時期

その他必要な事項を通知する。 

２・３ 〔略〕 

４ 区長は、第１８条第１号に掲げる事項に

係る許可を行う場合において、当該許可に 

 伴い、第１項の規定により認定した収入 

 （前項の規定により更正した場合にあって 

 

 

 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 ⑷ 使用者の収入が著しく低額であるとき。

 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１９条 〔略〕 

２ 使用者又は同居者の責めに帰すべき理由

により、コミュニティ住宅又は共同施設を

滅失し、又は毀損したときは、使用者は、

これを原状に復し、又はこれに要する費用

を賠償しなければならない。 

 

 

 〔同左〕 

第２０条 区長は、特別の理由があると認め

る場合は、使用するコミュニティ住宅の変

更を許可することができる。 

 〔同左〕 

第２３条 コミュニティ住宅（京島一丁目コ

ミュニティ住宅を除く。以下この項におい

て同じ。）の使用者は、コミュニティ住宅

を引き続き５年以上使用している場合にお 

 いて、当該使用者の収入が２０万円を超え、

 かつ、当該コミュニティ住宅を引き続き使

用しているときは、規則で定める月から、

当該コミュニティ住宅の使用料のほかに、

付加使用料を納付しなければならない。 

 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

第２５条 区長は、前条の報告その他の資料

に基づき、使用者の収入を認定し、使用者

にその認定した額、付加使用料の徴収の有

無及び額、その徴収開始の時期その他必要

な事項を通知する。 

２・３ 〔略〕 

４ 区長は、第１８条第１号に掲げる事項に

係る許可を行う場合において、当該許可に 

 伴い、第１項の規定により認定した収入 

 （前項の規定により更正した場合にあって 



 

 

 は、その更正後の収入。次項において同 

 じ。）が、第２３条第１項に定める金額以

下となったとき、若しくは当該金額を超え

ることとなったとき、又は別表第３の左欄

に掲げる使用者及び同居者の収入の区分を

異にすることとなったときは、その収入を

認定する。 

５ 前項に定める場合のほか、規則で定める

事由により、第１項の規定により認定した

収入が第２３条第１項に定める金額以下と

なったとき、又は別表第３の左欄に掲げる

使用者及び同居者の収入の区分を異にする

こととなったときは、使用者は、その収入

の認定を求めることができる。 

６ 〔略〕 

別表第３ 

使用者及び同居者の

の収入の区分 
率 

〔略〕 
 

 は、その更正後の収入。次項において同 

 じ。）が、第２３条第１項に定める金額以

下となったとき、若しくは当該金額を超え

ることとなったとき、又は別表第３の左欄

に掲げる使用者の収入の区分を異にするこ

ととなったときは、その収入を認定する。 

 

５ 前項に定める場合のほか、規則で定める

事由により、第１項の規定により認定した

収入が第２３条第１項に定める金額以下と

なったとき、又は別表第３の左欄に掲げる

使用者の収入の区分を異にすることとなっ

たときは、使用者は、その収入の認定を求

めることができる。 

６ 〔略〕 

別表第３ 

使用者の収入 率 

〔略〕 
   

 

   付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （墨田区営住宅条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の墨田区営住宅条例（以下この条において「新条

例」という。）第１０条第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に墨田区営住宅条例第１０条第３項の規定による使用の許可を受ける

者から適用する。 

２ 施行日前に提出された請書のうち、施行日以後に墨田区営住宅条例第１０条第３

項の規定による使用の許可に係るものについては、新条例第１０条第１項の規定に

より提出された請書とみなす。 

３ 新条例第３８条第４項の規定は、施行日以後に到来した支払期に係る支払期後の

利息について適用し、同日前に到来した支払期に係る支払期後の利息については、

なお従前の例による。 

 （墨田区高齢者個室借上げ住宅条例の一部改正に伴う経過措置） 

第３条 第２条の規定による改正後の墨田区高齢者個室借上げ住宅条例（次項におい

て「新条例」という。）第７条第１項の規定は、施行日以後に墨田区高齢者個室借

上げ住宅条例第７条第３項の規定による使用の承認を受ける者から適用する。 



 

 

２ 施行日前に提出された請書のうち、施行日以後に墨田区高齢者個室借上げ住宅条

例第７条第３項の規定による使用の承認に係るものについては、新条例第７条第１

項の規定により提出された請書とみなす。 

 （墨田区シルバーピア条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 第３条の規定による改正後の墨田区シルバーピア条例（以下この条において

「新条例」という。）第９条第１項の規定は、施行日以後に墨田区シルバーピア条

例第９条第３項の規定による使用の許可を受ける者から適用する。 

２ 施行日前に提出された請書のうち、施行日以後に墨田区シルバーピア条例第９条

第３項の規定による使用の許可に係るものについては、新条例第９条第１項の規定

により提出された請書とみなす。 

３ 新条例第３６条第５項の規定は、施行日以後に到来した支払期に係る支払期後の

利息について適用し、同日前に到来した支払期に係る支払期後の利息については、

なお従前の例による。 

 （墨田区コミュニティ住宅条例の一部改正に伴う経過措置） 

第５条 第４条の規定による改正後の墨田区コミュニティ住宅条例（次項において

「新条例」という。）第６条第２項の規定は、施行日以後に墨田区コミュニティ住

宅条例第６条第３項の規定による使用の許可を受ける者から適用する。 

２ 施行日前に提出された請書のうち、施行日以後に墨田区コミュニティ住宅条例第

６条第３項の規定による使用の許可に係るものについては、新条例第６条第２項の

規定により提出された請書とみなす。 


